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技術における 標準化の戦略 
-- ノド   一 コード， f?FTD 。 バイオメ トソクス を中小に一 

雅弓 ( 愛知学院大 ) 

の 関心は、 事業 標準化の関係にあ るが、 その中心は企業の 持つ技術をデファクト 標準と 

して展開していく 事業戦略ではなく、 民間の企業が 自社技術を公的な 標準 ( デジュール標準 ) とすること 

によってどのような 価値と意義が 得られるかにおかれている。 

近年、 ICT 業界においては 業界各社の技術レベルの 平準化が進んでいることから、 かつてのようにデフ 

ァクト標準を 確立することによって 達成されたいわゆる 収穫逓増型のビジネスモデルを 展開することが 

難しくなる中、 自社の技術を デ ジュール標準の 中にいかに組み 込むか。 またそれによってパテントロイヤ 

リティでいかに 稼ぐかといった 競争が展開されるよ う になってきている。 

だが、 あ らためて言 う までもなく、 この種の競争はⅨ など公的標準を 決定する場に 対して自社技術 

をただ単に提案すれば 良いというわけでなく、 協議の場、 そして投票の 場において選ばれなくてはならな 

いという難しさもあ る。 しかしながら、 一度採択されれ @ 協定により、 あ る種の安定性も 得 

られることから 企業側に布目 広め メリットをもたらすことに ために近年多くの 企業が知財の デ 

ジュール標準化にむけて 積極的な活動が 見られるよ う になってきているのだが、 ここからどのような 価値 

と意義が見出せるかという 点については、 多くの事例を 分析する必要があ るだろう。 

本研究は田 DC ( も 迂 rf 、 自動認識およびデータ 取得技術 ) を 対 

象 に進めている。 A ジュール標準を 前提として進められる 事業分野の一つであ り。 バーコード や 

ぇ 0 ぴ鵡 que Ⅱ iCyIden む盤 cat № 皿 、 無線タグ ) 、 バイオメトリクス ( e 捷ぇ cs 、 生体認証 ) など   

から構成されているが、 それぞれの領域において デ ジュール標準が 策定される。 そのため、 

同一のカテゴリの 中でさまざまな 事例検証が可能となる。 

本報告はまだ 中間報告という 位置づけになるが、 今回は DC における デ ジュール標準の 現状と課 

を 整理したいと 考えている。 

AIDC に は 次の三点の特徴が 見られる。 ①近年の標準化プロセスの 趨勢であ る フ オーラムないしコンソ 

ーシアムによる 標準化が進められており、 ②社会基盤を 構成する大規模な 実用システムであ ることから 広 

い 裾野市場を創出する 可能性が高いこと、 ③信頼性、 安全性、 正当性などに 関わる実用技術であ ることか 

ら、 法規制が関連するため デ ジュール標準化によって 進められていること、 などであ る。 

標準化は主に ISO 茂紀 C, Ⅱ C 工 ， SC 荊で進められており。 ここで策定された 標準に則った 関連製品の市場 

規模 は 昨年実績で 2000 億円を超え、 今年ほさらに 伸びることが 予想ほれている ( 図 1 参照 ) 。 内訳のほ 

とんどはバーコード 関連 ( 二次元コード 含む ) で占められているものの、 ほぼ毎年横ばいの 状況が続いて 

いるのに対し、 民軒 や バイオメトリクスの 伸び率が著しいことが 分かる。 に 関しては、 経済産業 

省や総務省に よ る実証実験が 進んだことも 影響し、 すでに実際に を 導入する企業が 増えてきている 

と が考えられる。 また、 バイオメトリクスについては、 パソコンや携帯電話における 指紋認証の導入、 

並びに銀行の AT に 静脈認証を導入するところも 増えっ っ あ ることが貢献しているものと 考えられる。 
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f 百万円 @ 
國 Ⅱ 國 c 閨 連綴晶出荷金額の 絃 移 

資料 り AISA 陀 OOf 年版自動認識機器等の 市場動向と概観』 

これらの技術によって 何が識別されるかという 点で分類するとき。 バーコードと 

そしてバイオメトリクスが「 ヒ Ⅱをそれぞれ 識別する技術として 分けることができる " モノを識別する 

が 。 主に生産管理や 流通管理、 取引決済などの 点において役立てられる 一方で。 ノぐイ 

オ メトリクスの 場合にはセキュリティ 管理に用いられている。 

これらのうち、 モノを識別するという 点ではバーコード と FTD が共通するのだが。 両者の間にはまっ 

たく異なった 標準の形成プロセスが 描かれている。 そこで。 以下ではこれら 両者に的を絞って 整 

の 内容から デ ジュール標準をめぐる 事業戦略の課 について述べていくことにしたい。 

  

バーコードは 正次元シンボルと 2 次元シンボルの 二つに分類される。 いわゆるバーコードと 呼ば 

次元シンボルは 5 以上の歴史を 持ち A C の中でほもっとも 普及しているものであ る。 一方。 2 次元 

シンボルは。 近年 コードの普及によって 一般に広く認知されるようになってきたが。 シンボルが タテ 

とヨコ (.2 次元 ) 貴 されており。 1 次元に比べ格納できる 情報量が格段に 多い。 両者の違いについて 

は 。 昨年の本学会において 報告しているのでここでは 詳細江ついては 省略するが。 わが国の企業による デ 

ジュール標準策定に 成功したものとして コードがあ るため、 ここで は コードの事例に 絞って説明 

したい。 

コードは。 元々デンソーが 開発したであ り   
コードを読み 取る 器 け一めをデンソーウェーブ ( 本社。 東京 ) が製造と販売をしており、 リーダ   

では現在国内トップのシェアを 握っている。 

トョ タグループの 物流管理や生産管理、 とくに「カンバン 方式」などにバーコー ドが 利用されていたが。 

2 次元では情報量に 限界があ るために。 2 次元が利用されるようになる。 この当時、 すでに他社から 二次 

元コードが出されていたが、 読み取るスピードが 遅いため物流の 現場で使うには 問 があ った。 このため 

自社で開発することになったのが 開発のきっかけであ る。 読み取り速度を 向上させるためには。 機器の，性 

能を上げることが 必要であ った。 そのために、 よ生 性能を上げられるコードを 開発する必要があ り、 その 

目的にかなりコードが コードとして 誕生した。 そして " 1 次元バーコードの 技術蓄積から 高速読取を 

可能にする独自の CCn イメージセンサを 開発することに 成功している。 

開発過程において 最も難しかったのは、 使用現場となる 工場が 油 まみれであ るなど、 汚れやすい環境で 

あ るため、 読み取った時に ゴミ なのか、 情報なのかがわからなくなることを 回避するための 技術の開発で 
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あ る。 コードに強力な 誤り訂正能力を 持たせることによってこの 間 を クリアさせている。 

その後、 デンソーは コードを トョ タグループの 内部だけで利用するのではなく、 ， 

イン化して仕様などを 外部に公開する 戦略をとった。 総じてわが国の 国際標準化活動は 欧米に比べて 遅れ 

ている中、 デンソーはぶⅠ A ( 日本自動認識システム 協 卸皿 ) でのオープンな 標準化活動 

を基盤にして、 デジュール標準 4% を進めた。 そして、 

ぬ ℡盆 t 壷 on 盛 ，国際自動認識工業会 ) を通じ 肩 に日本葬 の 

国際標準となった。 

同社はその後、 得意とするものづくりの 技術でリーダなどの 機器を開発し。 そこから利益を 上げること 

に 成功している。 

標準形成プロセ 

モノを識別するという 点ではバーコードと 共通する だが、 標準形成プロセスにおいては 明確に異 

期 コードなどのように、 あ らかじめ特定の 業界において 利用実績や普及も 進んだあ とでの 

標準化とほ異な れ ノ ほ 「最初に標準あ りき」という 姿勢が貫かれているためであ る。 その背景に 

は 、 図 2 に示すよ う t) の 現状に関係があ る。 

図 2  SC 状 
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これまでバーコードは 業界ごとに普及してきた 経緯があ る。 それは、 生産管理や流通管理に 鎔いては、 

業界によって 必要とする情報が 異なるため。 バーコードのシステムも 各業界独自の 工夫も反映されながら 

発展してきているためであ る。 そのため。 図 2 のように「 CO 凶 」など、 業界によ 

って用いるコードも 異なり。 細かな仕様も 業界ごとに異なることが 一般的であ った " だが、 これでは 3 つ 

の系の情報がバラバラで 管理されていることになるため、 非効率であ る。 そこで、 サプライヤからエンド 

ユーザーまでの 各工程で効率よく、 かっ一気通 貫で 情報を流せるようにする 目的で が 注目されるよ 

うなった。 

各業界の論理を 超え、 全 最適化のために 先に標準をつくろうということになっ 

一ド の場合と異なり、 蜀 の場合は実用化される 前に標準を づ くることになる。 

現在、 アメリカが 村 PC グローバルという フ オーラム団体を 通じて 偲 0 に多くの提案をする 中で標準化が 
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進められている。 

一般に、 標準化のからむビジネスで 収益を上げていくには、 大きく分けて 次の二つの方法が 考えられる。 

一つは標準化された 製品や関連部品を 作ってこれを 販売していく 方法、 今ひとつは自社技術を 標準化し、 

そのパテントロイヤリティで 稼いでいくことの 二 つ であ る。 

日本企業の場合、 一部の企業を 除けば、 前者でのビジネスを 志向する企業が 少なくない。 その理由は 、 

日本のメーカ 一の多くほ " ものづくり " を得意としており、 そのためには 製品をつくってこれを 市場に出 

し、 そのあ とでユーザーから 高い評価を得ていくというプロセスが 一般的となっているためであ る。 こう 

して得られた 評価は。 ユーザーからの 高い信頼にもつながり、 競合製品との 比較優位にも 繋がるため戦略 

的に大きな意味が 認められる。 事実、 コードの場合も トョ タグループでの 実績をつくった 上で国際 標 

準 化されており、 国際標準を得 の ルートは堅実的で 日本企業に合った 方、 法といえよう。 だが、 

このやり方は 時間がかかるため の よ う @ こ 、 まず標準から 作るという手順を 踏む場合には 対応に 

遅れてしまうことになる。 実際に 、 つ い先頃 、 の 基本部分に関する 技術仕様について 標準化が策定 

されているが、 その内容のほとんど は インターメック 等、 米国企業の技術が 採用されている。 

一方。 後者の方法、 すなむち自社技術での 標準化追求といった 方法の場合には、 頻繁に海覚で 行われる 

国際会議に出席することはもちろん。 その場での交渉 力 も必要とされるため、 これが日本企業の 担当者に 

とってかなりの 負担につながる。 後者に対して 消極的にさせてしまう 原因の一つがここにあ る。 

だが、 標準の中でも 安定性のあ る ヂ ジュール標準で、 しかも今後さらに 裾野市場の拡大が 予想いれるよ 

うな分野の場合には、 パテントで稼ぐことのできるビジネスモデルを 構築することほ 喫緊の課題といえる 

だろう。 

この課題に対する 解決への糸口と 考えられているのが、 運用面からの 技術提案であ る " デ ジュール標準 

とされた技術は -- 定の間隔をおいて 見直しが行われる。 実際に運用した 際に改良すべき 部分を見つけ 出し、 

見直しのタイミングに 新たな技術提案をすることでパテントプール 内でのシェアを 徐々に引き上げてい 

くという方法であ る。 

事業においては、 経済産業省のプロジェクトで 日立製作所が 1 個 5 円のタグの開発に 成 

功したにも関わらず、 国際会議の場では 採用されなかったという 苦い経験があ る。 だが、 現在の日立は 

FTT) に関するソリューションビジネスで 田 0 を超えるメニューをそろえている。 標準化された 仕様を実 

際に運用する 場面において、 その使い勝手などの 工夫から、 今後は基本部分に 対して技術的改良に 繋がる 

提案が期待される。 

本研究では、 こうした日本企業の 強みを生かしながらパテントプールのシェアを 高めるビジネスモデル 

ほ ついて、 引き続き分析していく 予定であ る。 
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